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【重要な会計方針】
当事業年度より、改訂後の「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」並びに
「「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」に関するＱ&Ａ」（以下、「独立行政法
人会計基準等」という。）を適用して、財務諸表等を作成しております。
１．運営費交付金収益の計上基準
\ 看護専門学校事業、勤労者予防医療センター事業の業務経費
期間進行基準を採用しております。

] 上記（看護専門学校事業、勤労者予防医療センター事業の業務経費）以外
費用進行基準を採用しております。
これは、当機構の業務は多岐に亘っており、それぞれが複雑に関連していること等から、看護
専門学校事業、勤労者予防医療センター事業の業務経費以外については、個々の業務の達成度の
把握や一定の期間の経過を業務の進行とみなすことについて客観的な基準が示せず、業務と交付
金の対応関係を示すことが困難であることから、業務達成基準、期間進行基準を採用しておりま
せん。

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法
たな卸資産の評価基準及び評価方法は総平均法による低価法を採用しております。

３．減価償却の会計処理方法
\ 有形固定資産
定額法を採用しております。
なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ６～47年
構築物 10～50年
器具・備品 ４～20年

また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第87）の減価償却相当額については、損益外減
価償却累計額として資本剰余金から控除して表示しております。

] 無形固定資産
定額法を採用しております。
なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。
ソフトウェア ５年

７．有価証券の評価基準及び評価方法
満期保有目的債券
償却原価法（定額法）

８．未収財源措置予定額の計上基準
融資資金貸付金の回収業務について、その債権の貸倒償却が行われた場合には償却した事業年度
に償却相当額が補助金交付されることから貸倒引当金の額に相当する額を計上しております。
９．資産見返補助金等の計上方法
未払賃金代位弁済求償権及び援護資金貸付金について、貸付金等の残高から貸倒引当金を控除し
た額等を計上しております。

10．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法
\ 国又は地方公共団体財産の無償又は減額された使用料による賃借取引の機会費用の計算方法
近隣の地代や賃貸料等を参考に計算しております。

] 政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率
10年利付国債の平成24年３月末利回りを参考に0•985％で計算しております。

11．リース取引の処理方法
リース料総額が300万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方

法に準じた会計処理によっております。
リース料総額が300万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっております。
12．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可
能な預金からなっております。

13．消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっております。

４．貸倒引当金・求償権償却引当金の計上基準
債権の貸倒損失に備えるため、一般債権の貸倒引当金は、貸倒実績率により、貸倒懸念債権等の
特定の債権の貸倒引当金等は、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
５．賞与引当金の計上基準
\ 労災病院事業
労災病院事業については、運営費交付金等により財源措置がなされていないため、職員に対し
て支給する賞与の支出に備え、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上しております。

] 労災病院事業以外
賞与については、運営費交付金により財源措置がなされるため賞与に係る引当金は計上してお

りません。
なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外賞与見積額は、当事業年度末の引当外賞
与見積額から前事業年度末の引当外賞与見積額を控除した額を計上しております。

６．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準
\ 労災病院事業
労災病院事業については、運営費交付金等により財源措置がなされていないため、職員の退職
給付に備え、当該事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき引当金を計上
しております。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における職員の平均残存勤務期間内の一定の年数に
よる定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしておりま
す。

] 労災病院事業以外
退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金
は計上しておりません。
厚生年金基金から支給される年金給付については、運営費交付金により厚生年金基金への掛金
及び年金基金積立不足額に関して財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金は計上してお
りません。
なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額のうち、退職一時金
に係る債務については、事業年度末に在籍する役職員について、当事業年度末の退職給付見積額
から前事業年度末の退職給付見積額を控除した額から、退職者に係る前事業年度末の退職給付見
積額を控除した額とし、厚生年金基金に係る年金債務については、年金債務に係る当事業年度末
の退職給付見積額から前事業年度末の退職給付見積額を控除した額を計上しております。

【重要な会計方針の変更】
（非特定償却資産の減損処理）
特定の償却資産（独立行政法人会計基準第87）以外の償却資産については、前事業年度まで、中
期計画等で想定した業務運営を行ったにもかかわらず生じた減損額を損益外減損損失累計額の科目
により資本剰余金の控除項目として計上しておりましたが、独立行政法人会計基準等の改訂に伴い、
当事業年度より、減損損失の科目により臨時損失として計上する方法に変更しております。
これにより、前事業年度と同一の方法によった場合と比べて、当期純損失が1¶364¶605¶862円（既

往事業年度の減損額788¶298¶294円を含む。）増加し、資本剰余金（損益外減損損失累計額）（借方）
が同額減少しております。
なお、行政サービス実施コストに与える影響はありません。また、セグメントに与える影響は、「開
示すべきセグメント情報」に記載しております。š
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